
議会運営委員会 ・協議事項

平成 22年 3月 24日

1 委 員会付議案件の審査状況 と本会議での取 り扱いについて

2 そ の他



議会運営委員会 。協議事項

平成2 2 年3 月2 3 日

1 委 員会付議案件の審査状況と本会議での取り扱いについて

2 議 員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正、議員報酬の特例に関する条例の一部

改正、政務調査費の交付に関する条例の一部改正、政務調査費の使途基準及び収支報告書
等の開覧に関する規程の一部改正について

3 議 員提出議案について

4 講 願の審査結果に対する異議の申し立ての取り扱いについて

5 常 任委員会の閉会中所管事務の調査について

6 そ の他



幸脱

本 会 議

本会議は、 3月 24日 (水)午 後 2時 から開議します。

議 事 日程

平成22年 3月 24日 (水曜日)午 後2時開議

第 1 平 成21年 請願第23号  中 小企業零細業者救済のために、所得税法第56条の廃止を求

める意見書提出を求める件

第 2 同      第 25号  後 期高齢者医療制度の廃止を求める白への意見書提出に関

する件

第 3 同       第 32号  国 民健康保険と高齢者医療の改善を求める件 (第1項、第2

項及び第4項)

第 4 平 成 21年 請願第 21号  障 害児保育の充実を求める件 (第2瑠

第 5 同      第 22号  公 的保育制度の堅持を求める件 (第1項 、第 4項 、第 5項

(1)、 第 7項 (2)及 び (6)イ )

第 6 同      第 24号  安 心して子どもを産み育てられるよう保育の公的責任の堅

持と保育 ・学童保育施策の拡充を求める件 (第2項 前段)

第 7 同      第 31号  汐 見が丘保育園を公立で建て替えることと緑区の待機児童

をなくすことを求める件 (第1項 (1))

ゝ第 8 転 成22年第?2号議案 特 別職の秘書の職の指定等に関する条例の制定について

左ゝ 第 9 同     第 23号 〃  名 古屋市職員定数条例の一部改正にっいて

△ 第10 同     第 24■ 〃  特 別職に属する職員の給与に関する条例の一部改正につい
Ⅲ         て

△ 第 11 同     第 25号 〃  名 古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一
部改正について

△ 第 12 同     第 26号 〃  職 員の給与に関する条例等の
一
部改正について

△ 第 18 同     第 27号 〃  公 立大学法人名古屋市立大学が徴収する料金の上限の変更

について

第 14 同     第 28号 〃  包 括外部監杏契約の締結について

第 15 同     第 29号 〃  名 古屋市汚染ELA処 理業許可申請手数料条例の一部改正に
| つ
いて

△ 第 16 同     第 88号 〃  名 古屋市会政務調査費の交付に関する条例の廃止について

△ 第 17 同     第 89号 〃  名 古屋市議会の議員の定数及び各選挙区において選挙すバ

き議員の数に関する条例の
一部改正について

平成 22年

第 24号

」巾 会  公

名古屋市会

平22.3.24



第 79 平 成 22年 議員提出議案第 12号 名古屋市会政務調査費の交付に関する条711の
一
部改

正について

第80 平 成22年 議員提出議案第13号 名古屋市市民税減税条例の
一部改正について

第81 平 成22年 議員提出議案第14号  地 方議会議員年金制度の廃上に関する決議案

第82 同           第 15号  ト ワイライトスク
ール事業者選定問題調査特別委員

会の設置について

○

第83 常 任委員会の閉会中所管事務の調査

/

報
生
回

1 平 成 22年 3月 19日 議決の 「障害者自立支援の新たな制度設計に関する意見書」はじめ

5件 の意見書については、同日付で国会及び関係行政庁に提出された。

2 議 員提出議案第 10号 から第 15号 までは、本日議場に配付いたします。

○

○



△ 第18 平 成22年 第 90号 議案 名古屋市議会の議員の議員報醐及び費用弁償等に関する条

一          例 の一部改正について

△ 第19 平 成21年 第195号 〃 住 民分権を確立するための市政改革ナゴヤ基本条例の制定

について

第 2 0

△ 第 2 1

第 22

第 2 3

△ 第 2 4

第 2 5

△ 第 2 6

△ 第 2 7

第 2 8

企 第ゝ 30

第 31

第 32

△ 第 3 3

△ 第 3 4

第 3 5

第 3 6

2号 議案

3号 〃

4号 〃

5号 〃

12号 〃

13号 〃

14号 〃

31号 〃

32号 〃

第 2 9  同    第  3 3 号 〃

平成22年度名古屋市国民健康保険特別会計予算

平成22年度名古屋市後期高齢者医療特別会計予算

平成22年度名古屋市老人保健特別会計予算

平成22年度名古屋市介護保険特別会計予算

平成22年度名古屋市基金特別会計予算

平成22年度名古屋市用地先行取得特別会計予算

平成22年度名古屋市公債特別会計予算

名古屋市市税事務所設置条例の制定について

全国自治宝くじ事務協議会への相模原市の加入及びこれ

に伴う全国自治宝くじ事務協議会規約の
一部改正につい

て

関東 ・中部 ・東北自治宝くじ事務協議会への相模原市の加

入及びこれに伴う
・
関東 ・中部 ・東北自治宝くじ事務協議会

規約の
一部改正について

地方債の起債に関する許可の申請について

地方債の起債に関する許可の申請について

福祉事務所設置条例の
一
部改正について

名古屋市老人福祉施設条例等のT部 改正について

名古屋市身体障害者更生援護施設条例の廃止について

名古屋市国民健康保険条例の
一部改正について

訴訟上の和解について

平成22年度名古屋市母子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算

名古屋市児童福祉施設条例の
一部改正について

名古屋市子育て支援手当条例の廃止等について

名古屋市立学校設置条例の
一
部改正について

名古屋市科学館条例の
一
部改正について

名古屋市総合体育館条例の
一
部改正について

名古屋市スポーツトレーエングセンタ
ー条例の

一
部改正に

ついて

名古屋市野外スポーツ ・レクリエ
ーションセンター条例の

一部改正について

平成22年度名古屋市農業共済事業特別会計予算

平成22年度名古屋市墓地公園整備事業特別会計予算

名古屋市みどりが丘公園条例の一部改正について

指定管理者の指定について

第

第

第

第

第

第

第

第

第

年２２職

同

同

同

同

周

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

第 34号 〃

第 35号 〃

第 36号 〃

第 37号 〃

第 38号 〃

第 39号 〃

第 87号 〃

第 37

△ 第 3 8

△ 第 3 9

△ 第 4 0

△ 第 4 1

第 4 2

第 4 3

第  6号 議案

第 42号 〃

第 43号 〃

第 44号 〃

第 45号 〃

第 46号 〃

第 47号 〃

第 48号 〃

年２２成平

同

同

同

同

同

同

第4 4  同

第 4 5

△ 第 4 6

△ 第 4 7

△ 第 4 8

7号 談

11号 〃

49号 ″

50号 〃

第

第

第

第

年２２朔
離
同
同



△ 第 49

第 50

第 51

第 52

△ 第 5 3

平成 22年 第 8号 議案

同 一  第 3 0 号 〃

同   第 5 2 号 〃

同   第 5 3 号 〃

同   第 5 4 号 〃

平成22年度名古屋市市場及びと畜嫌 弟|!会計予算

名古屋市特別会ふ条例の
一
部改正について

名古屋市公設市場条例の
一部改正について

訴えの提起について

指定管理者の指定について

第 5 7

第 5 8

第 59

第 00

△ 第 6 1

第 6 2

第 5 7 号 〃

第 5 8 号 〃

第 5 9 号 〃

第 6 0 号 〃

第 6 1 号 〃

第 6 2 号 〃

第54 平 成22年 第 9号 議案

第5 5  同    第 1 0 号 〃

第5 6  同    第 5 6 号 〃

平成22年度名古屋市土地区画整理組合貸付金特別会計予算

平成22年度名古屋市市街地再開発事業特別会計予算

名古屋都市計画事業有松土地区画整理事業施行条Fll及び名

古屋都市計画事業有松駅前第1種市街地再開発事業施行条例

の一部改正について

名古屋市営住宅条例の
一部改正について

名古屋市定住促進住宅条例の一部改正について 、

財産の出資について

財産の出資について

名古屋高速道路公社の基本財産の額の変更について

名古屋市消防団条例の一部改正について

名古屋市一般会計予算

平成22年度名古屋市病院事業会計予算

平成22年度名古屋市城西病院会計予算

名古屋市病院事業の設置等に関する条例の
一
部改正について

名古屋市立病院条例の
一部改正について

同

同

同

同

同

同

△ 第63 平 成22年 第 1号 議案 戦
○【
塑

△ 第 6 4

△ 第 6 5

△ 第 6 6

△ 第 6 7

平成 22年 第 15号 議案

同    第 1 6 号 〃

同   第 4 0 号 〃

同   第 4 1 号 〃

△ 第 6 9

△ 第 6 9

△ 第 7 0

平成 22年 第20号 議案

同   第 2 1 号 〃

同   第 9 1 号 〃

平成22年度名古屋市自動車運送事業会計予算

平成22年度名古屋市高速度鉄道事業会計予算

自動車運送事業の経営健全化計画について

平成22年度名古屋市水道事業会計予算

平成22年度名古屋市工業用水道事業会計予算

平成22年度名古屋市下水道事業会計予算

名古屋市水道給水条例の一部改正について

△ 第7 1

△ 第7 2
｀
, 第7 3

第 7 4 J

平成 22年 第 17号 議案

同   第 1 8 号 〃

同 Ⅲ  第 1 9 号 ″

同   第 5 5 号 〃

△ 第 75 平 成 22年 議員提出議案第

△ 第76 平 成22年 議員提出議案第

古屋市住民投票条例の制定について

料の増額等に係る市民への周知期間の確保に関

条例の制定について

2 号

3 号 使用

する

名

○

○

第 77 平 成 22年 議員提出議案第 10号 名古屋市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例の
一
部改正について

名古屋市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例

の一部改正について

第 7 8 同 第 1 1 号



(総務環境委員会の報告)

特別職に属する職員の給与に関する条例の
一部改正についてに対する修正に

ついて

特別職に属する職員の給与に関する条例の
一部改正についてに対

する修正

特別職に属する職員の給与に関する条例の
一部改正についての

一部を次のよ

うに修正する。

第 2条 の改正規定中第 1号 の改正規定を削る。

第 3条 の改正規定及び第 4条 の改正規定を削る。

附則第 2項 を削る。

附則第 3項市長等及び職員の給料の特例に関する条例の改正規定のうち題名

の改正規定中 「副市長等」を 「市長等」に改め、第 1条の改正規定を次のよう

に改める。

第 1条中 「100分の10」を 「100分の20」に改め、同条の次に次の 1条 を

加える。

附則第 3項市長等及び職員の給料の特例に関する条例の改正規定のうち第 1

条の 2を加える改正規定 (見出しを含む。)中 「副市長等」を,「市長等」に、

「第 3条 第 3項」を 「第 3条 第 2項」に改め、同項を附則第 2項 とする。

附則に次の 1項を加える。

(市長の給与の特例に関する条例の一部改正)

3 市 長の給与の特例に関する条例 (平成21年名古屋市条例第37号)の 〒部を      .

次のように改正する。

第 1条中 「市長等及び職員の給料の特例に関する条例」を 「市長等及び職

員の給与の特例に関する条例」に改める。



(財政福祉委員会の報告)

名古屋市立病院条例の
一部改正についてに対する修正について

名古屋市立病院条例の
一部改正についてに対する修正

名古屋市立病院条例の一部改正についての
一部を次のように修正する。

附則第 1項中 「(以下 「施行日」という。)」 を削り、同項ただし書に次の

1号 を加える。

(4)第 4条 第 1項 の改正規定 (第 1号 の改正規定に限る。) 平 成22年10月

1 日

附則第 2項 中 「施行 日以後」を 「平成22年10月 1日 以後」に、 「施行 日前」

を 「同日前」に改める。



(経済水道委員会の報告)

名古屋市水道給水条例の一部改正についてに対する修正について

名古屋市水道給水条例の一部改正についてに対する修正

名古屋市水道給水条例の一部改正についての
一部を次のように修正する。

附則第 1項ただし書を次のように改める。

ただし、第 1条の改正規定は、公布の日から施行し、この条例による改正

後の名古屋市水道給水条例 (以下 「改正後条例」という。)第 1条の規定は、

同年 3月 22日から適用する。

附則第 2項 中 「この条例による改正後の名古屋市水道給水条例」を 「改正後

条例」に改める。



(財政福祉委員会の報告)

使用料の増額等に係る市民への周知期間の確保に関する条例の制定について

に対する修正について

使用料の増額等に係る市民への周知期間の確保に関する条例の

制定についてに対する修正

使用料の増額等に係る市民への周知期間の確保に関する条例の制定について

の一部を次のように修正する。

第 1条及び第 2条 を次のように改める。

(目的)

第 1条  こ の条例は、市谷の事前の申込み手続が必要な施策について、当該手

続が終了 した後に使用料、手数料その他徴収金の増額又は給付金等の減額

(以下 「使用料の増額等」という。)の 改定をしようとするときは、条例等

の施行まで一定期間以上置くことにより、市民生活を守ることを目的とする。

(対象及び周知期間)

第 2条  市 長は、市民生活に重大な不利益を及ぼす使用料の増額等の改定に係

る条例等を提案 しようとするときは、条例等の施行まで、個々の施策に応 じ

て必要な周知期間を置かなければならない。ただし、緊急かつやむを得ない

事由がある場合は、この限りではない。



(総務環境委員会、教育子ども委員会、経済水道委員会、都市消防委員会及び

財政福祉委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市一般会計予算の一部を次のように修正する。

第 1条第 1項中 「1,0 3 4 , 8 4 4 , 0 0 0千円」を 「1,0 3 4 , 4 8 2 , 7 4 2千円」に改める。

第 1表 歳 入歳出予算 歳 入の表の一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額千円

9国 庫支出金 2補 助金 19,809,941 ∠ヽ4,757 19,805,184

11財 産収入 2財 産売払収入 8,859,454 Z 2ゝ,000 8,857,454

15諸 収入 7雑 入 24.316.347 ∠x354,501 23,9611846

歳 入
△
口 計 1,034,844,000 ∠x361.258 1.034.482,742

第 1表  歳 入歳出予算 歳 出の表の一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額千円

2 総 務 費 1総 務管理費 28:120,739 Z 7ゝ8,219 28,042,520

3健 康福祉費 8公 衆衛生費 6,654,176 47,361 6,701,537

4子 ども青少年費 1子 ども青少年費 122,377,646 ∠ヽ 213,494 ９

，

９

】 164, 152

5 環 境 費 1環 境保全費 6.742.816 ∠X3,000 6,739,816

6 市 民経済費 4産  業  費 90,329,399 ∠X59,704 90,269,695

8住 宅都市費 l都 市計画費 50,792,877 ∠ゝ 100,000 50,692,877

1 0 教育 費

1教 育総務費 7,994.653 ∠ゝ 33,074 7,961,579

2小 学校費 19,1384406 どヽ 1,839 19,136.567

3中 学校費 8,233,971 どゝ 1,839 8,232,132

8私 学振興費 2,933,259 52,300 2,985,559

9生 涯学習費 19,777,733 30,250 19,807,983

出 計歳
△
口 1,034,844,000 どゝ361,258 1,034,482,742



(総務環境委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市一般会計予算の一部を次のように修正する。

第 1表 歳 入歳出予算 歳 出の表の
一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千門 修正後の額千円

2 総 務 費 1総 務管理費
０
０
０
う

ｎ
υ

ｎ
υ
０
０
ワ
′ △781219 28,042,520

5 環 境 費 1環 境保全費 6 , 7 4 2 , 8 1 6 ∠ゝ3,000 6,739,816

(参 考 )平 成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正について (骨子)

＼ 款 項 事   項 修正額千円 説  明

歳

　
　
出

総務費

総務管理費

特別職の市長秘書の

設置
∠ゝ 10,324 削除

地域委員会のモデル

実施
だヽ42,895 651133千円→22.238千円

まるはち総がかり住

んでちょう !ナゴヤ

大作戦

∠ヽ25,000 肖」除

環境費

環境保全費

「日本一おい しい空

気のまち ,な ごやJ

に向けた調査

△3,000 肖ll除

歳出減合計 △81.219



(教育子ども委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市
一般会計予算の

一部を次のように修正する。

第 1表 歳 入歳出予算 歳 出の表の
一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額千円

4子 ども青少年費 1子 ども青少年費 122,377,646 ∠ヽ213,494
９

一

９

０ 164, 152

1 0 教育 費

1教 育総務費 7,994,653 △33,074 7,961,579

2小 学校費 1 9 , 1 3 8 , 4 0 6 △1,839 19,136,567

3中 学校費 8.233,971 ど、1,839 8,232,132

8私 学振興費 2,933,259 52,300 2,985,559

9生 涯学習費 19,777,733 30,250 19,807,983

(参 考 )平 成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について (骨子)

＼ 款  項 事   項 修正額千用 説  明

歳

　
　
出

子ども青少年費

子ども青少年費

放課後子どもプランモ

デル事業
ど、75,762 追加実施を中止

留守家庭児童健全育成

事業助成
9,000 増額

トワイライ トスクール

の実施 45,612

放課後子どもプラ

ンモデル事業追加

実施中止に伴う増

子ども医療費の助成 Z 1ゝ92.344 減額

教育費

教育総務費

海外演奏家等による音

楽鑑賞の推進
∠X31900 減額

郷土学習なごや科の推

進
△29174 肖」除

教育費

小学校費
学校支援委員会の設置 ∠、1.839 削除

教育費

中学校費
や 学校支援委員会の設置 ∠ヽ 1 839 削除

教育費

私学振興費

私立幼稚園就園奨励補

助
52,300
年 収 6 8 0万円以下

に5 . 0 0 0円上乗せ

教育費

生涯学習費
自動車図書館 30,250 継続実施

歳出減合計 △167,696



,                  (経 済水道委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市
一般会計予算の

一
部を次のように修正する。

第 1表  歳 入歳出予算 歳 出の表の一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額子円

6 市 民経済費 4 産 業 費 90,329,399 ∠ゝ59,704 901269,695

(参 考 )平 成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について (骨予)

＼ 款  項 事   項 修正額千円 説  明

歳

　
　
出

市民経済費

産業費

まるはち総がかり

住んでちょう 1ナ

ゴヤ大作戦

∠ヽ49,704 継続分は実施

産業立地促進助成 △10,000新規分を50%減

歳出滅合計 ∠x59,704



(都市消防委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市一般会計予算の一部を次のように修正する。

第 1表 歳 入歳出予算 歳 出の表の一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 キ円 修正後の額子円

8住 宅都市費 l都 市計画費 50,792.877 ∠X100,000 50,692,877

(参 考 )平 成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正にういて (骨子)

＼ 款 項 事   項 修正額千円
説  明

歳

　
　
出

住宅都市費

都市計画費
久屋駐車場経営費 ∠ヽ 100,000 経営費の削減



(財政福祉委員会の報告)

平成22年第 1号議案平成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について

平成22年度名古屋市一般会計予算に対する修正

平成22年度名古屋市
一
般会計予算の

一部を次のように修正する。

第 1条第 1項中 「1,034 , 8 4 4 , 0 0 0千円」を 「1,034 , 4 8 2 , 7 4 2千円」に改める。

第 1表 歳 入歳出予算 歳 入の表の一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額千円

9国 庫支出金 2補 助金 19,809,941 ∠ヽ 4,757 19,805,184

11財 産収入 2財 産売払収入 8,859,454 ∠ヽ2,000 8,857,454

15諸 収入 7雑 入 24,316,347 ∠X354,501 23,961,846

歳 入 △
ロ 計 1,034,844,000 どヽ361,258 1,034,482,742

第 1表  歳 入歳出予算 歳 出の表の
一部を次のように改める。

款 項 原案の額 千円 修正額 千円 修正後の額千円

3健 康福祉費 8 公 衆衛生費 6,654,176 47,361 6,701,537

歳 出
△
口 計 1,034,844,000 ∠X361,258 1,034,482,742

(参 考 )平 成22年度名古屋市
一般会計予算に対する修正について (骨子)

＼ 款 項 事   項 修正額千円 説  明

歳

入

国庫支出金

補助金

放課後子 どもプランモデル事

業
だ、17,040

追加実施の中止に

伴う減額

トワイライ トスクールの実施 12,283

放課後子どもプラン

モデル事業追加実施

の中止に伴う増額

財産収入

財産売払収入
自動車図書館 だ、2,000

車両売払の取りや

め

諸収入

雑入

第 3子 以降 ( 3歳 未満児)保

育料
Z 2ヽ76,498 無料制度を継続

2段 階保育料 △65,250 導入を取りやめ

まるはち総がか り住んで

ちょう 1ナ ゴヤ大作戦
△180
職員に係る自己負

担分の減額

放課後子どもプランモデ

ル事業
△12.600

追加実施の中止に

伴う利用料の減

自動車図書館
７
′
９

●

嘱託職員等に係る

自己負担分の増

歳入減合計 ∠ゝ 361,258

歳

　

　

出

健康福祉費

公衆衛生費

子宮頸がんワクチン任意予防

接種費用の助成
36.570
半額助成を全額助

成に増額

私立学校等における

結核健康診断補助
10,791 見直しの取りやめ

歳出増合計 47,361



名古屋市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正

する条例

名古屋市議会の議員の議員報Ulllの特例に関する条例 (平成21年名古屋市条例

第 4号)の 一部を次のように改正する。
′

「平成22年3月31日」を 「平成23年3月31日」に改める。

附 貝J

この条例は、平成22年4月 1日から施行する。

(理 由 )

この案を提出したのは、本市の厳 しい財政状況等にかんがみ、議員報酬を減

額 して支給する必要があるによる。



名古屋市議会の議員の議員報邸‖及び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例

名古屋市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 (昭和31年名古

屋市条例第32号)の
一
部を次のように改正する。

第 5条 第 3項 を次のように改める。

3 前 2項 に定めるもののほか、議長、副議長及び議員には、費用弁償を支給

しない。

附 則

1 こ の条例は、平成22年 4月 1日 から施行する。

2 こ の条例の施行 日前にこの条例による改正前の名古屋市議会の議員の議員

報酬及び費用弁償等に関する条例第 5条 第 3項 の規定に基づき支給事由の生

じた費用弁償については、なお従前の例による。

(理 由 )

この案を提出したのは、本市の厳 しい財政状況等にかんがみ、議員の会議又

は委員会等への出席に係る費用弁債を支給 しないこととする必要があるによる。



(参 考 )

新 隠 対 照(欝)

名古屋市議会の議員の議員報勘‖及び費用弁償等に関する条

例 (抜すい)

(費用弁償)

第5条  (路 )

2  (田各)

3  爵
会
室ヤ予定めるもののほか、議長、副議長及び議員採鵠曇暑森得そ

支給しない。
議会の会議に出席したとき又は委員会等 (名古屋市会委員会条471Jl(昭

和24年名古屋市条例第 5号 )第 4条 から第 7条まで及び第18条に規定

するものに限る。)に 出席 したときは、費用弁償として日額10,000円

を支給する。



(参 考 )

新 旧 対 照(鱗)

名古屋市議会の議員の議員報酬|の特例に関する条例 (抜すい)

議長、副議長及℃ド議員σ)平崩屯21年4月 1日から          ま での問に

おける議員報酬の月額は、名古屋市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条4711(昭和31年名古屋市条例第32号。以下 「議員報alll条例」という。)第

1条の規定にかかわらず、同条各号に規定する額から100,000円を減じた額と

する。ただし、議員報酬条例第 6条に規定する期末手当の額の算定の基礎とな

る議員報酬の月額は、議員報酬条例第 1条各号に規定する額とする。



名古屋市会政務調査費の交付に関する条例の
一部を改正する条例

名古屋市会政務調査費の交付に関する条例 (平成13年名古屋市条例第 1号 )

の一部を次のように改正する。

第 5条 第 1項 中 「1件 につき10,000円以上の支出」を 「当該支出」に改め、

同条第 2項 中 「4月 30日」を 「5月 6日 」に改め、同項に次のただし書を加え

る。

ただし、 5月 6日 が休 日等であるときは、その直後の休 日等でない日とす

る。

附 則

この条例は、平成22年 4月 1日 (以下 「施行 日」という。)か ら施行するも

この条例による改正後の名古屋市会政務調査費の交付に関する条例の規定

は、施行 日以後に交付される政務調査費について適用 し、同日前に交付され

た政務調査費については、なお従前の例による。

(理 由 )

この案を提出したのは、政務調査費の透明性の向上を図るため、収支報告書

に添付する領収書等の写しの対象を、すべての支出に係るものに拡大する必要

があるによる。

１

　

　

９

中



名古屋市会政務調査費の使途基準及び収支報告書等の閲覧に関す

る規程

名古屋市会政務調査費の使途基準及び収支報告書等の閲覧に関する規程 (平

成13年名古屋市会達第 1号 )の
一部を次のように改正する。

第 3条 中 「当該報告書等を提出すべき期間の末 日の翌 日から起算 して30日を

経過する日の翌 日から」を 「当該報告書等が提出された直後の 6月 30日から

(会派が解散した場合にあつては、条例第 5条 第 3項 に規定する当該収支報告

書等を提出すべき期間の末 日の翌 日から起算 して60日を経過する日の翌 日か

ら)」 に改める。

第 7条 に次の 1項 を加える。

3 閲 覧者は、収支報告書等を複写又は撮影することができない。

附 則

1 こ の規程は、平成22年 4月 1日 (以下 「施行 日」という。)か ら施行する。

2 こ の規程による改正後の名古屋市会政務調査費の使途基準及び収支報告書

等の閲覧に関する規程第 3条 の規定は、施行 日以後に交付される政務調査費

について適用し、同日前に交付された政務調査費については、なお従前の例

による。



(参 考 )

照喝筆弓春)

名古屋市会政務調査費の使途基準及び収支報告書等の開覧に関す

る規程 (抜すい)

/

(収支報告書等の閲覧)

第3条 条 例第8条第2項の規定によるllX支報告書等の開覧は、
当率量生量笠

が提出された直後の6月30日から (会派が解散した場合にあつては、条例第

5条 第 3項 に規定する
当該報告書等を提出すべき期間の末日の翌 日から起算

して
開掲を軽襲妻寿許魯縁聾堆揚華妻

ス することができる。

(閲覧方法等)

第 7条   (略 )

2 (略 )

立  閲 覧者は、収支報告書等を複写又は撮影する
ことができなャヽ。

1日



(参 考 )

新 順 対 照(第)

名古屋市会政務調査費の交付に関する条例 (抜すい)

(収支報告書等)

第 5条  政 務調査費の交付を受けた会派の代表者は、政務調査費に係る収入及

び支出の報告書 (以下 「収支報告書」という。)を 、別記様式により議長に

提出しなければならない。この場合にゃ
いて(当 該会派の代表をは、

需

岩百面両而再頭王万支面
に係る領収書その他の当該支出の事実を証する書類

(以下 「領収書等」という。)の 写 しを添付 しなければならない。

2 収 支報告書及び領収書等の写 し (以下 「収支報告書等」とい う。)は 、前

年度の交付に係る政務調査費について、毎年孝号品暑
までに提出しなければ

ならない。
ただし、 5月 6日 が休 日等であるときは全その直後の休 日等でな

い日とする。

3 (略 )



名古屋市市民税減税条例の
一部改正につ

V｀ て

上記の議案を別添のとおり名古屋市会会議規則第14

条第 1項 の規定ヤこより提出す る。

平胤 2 2 8 ,泌徹
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名古屋市市民税減税条例の
一部を改正する条例

名古屋市市民税減税条例 (平成21年名古屋市条例第69号)の
一部を次のよう

に改正する。

題名を次のように改める。

平成22年度の名古屋市市民税に係る減税条例

第 1条中 「とともに、将来の地域経済の発展に資する」を削り、 「市民税」

を 「平成22年度の市民税」に改める。

第 3条 第 2項 、第 4条 第 2項 及び第 6条 第 2項 中 「名古屋市市民税減税条

例」を 「平成22年度の名古屋市市民税に係る減税条例」に改める。

附則第 2項 中 「平成22年度以後の年度分の個人の市民税にういて」を 「平成

22年度分の個人の市民税に限り」に改める。

附則第 3項 中 「施行 日以後」を 「施行 日から平成23年 3月 31日まで」に、

「同日以後」を 「施行日から平成23年3月 31日まで」に、 「について」を
「に

限り]に 改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

(理 由 )

この案を提出したのは、市民税減税が本市の深刻な財源不足を招き、市界の

生活や福祉に重大な影響を及ぼす懸念が出たため、市民税減税は、恒久化する

ことなく、平成22年度の市民税の減税とする必要があるによる。



平成 22年 3月 23日

議 会 運 営委員会

覧一議決／ｔヽ案議出提日貝議

平成22年 2月定例会

＼ 件 名 提 出 者 提案説明 備 考

1

地方議会議員年金制度の廃上に関する

決議 (案)
民主、公明 民 主



地方議会議員年金制度の廃止に関する決議 (案)

地方議会議員の年金制度は、昭和36年に法に基づきスター トし、翌年からは強

制加入の制度として、これまで一定の役割を果たしてきたところである。

ところが、平成の大合併の大規模かつ急速な進展による議員数の減少と受給者

数の増加等により、年金の財政状況は、急速に悪化し、平成14年度及び平成18年

度の二度にわたり自助努力の限界ともいえる大幅な掛金の引き上げと給付の引き

下げが行われた。それにもかかわらず、国の責任において措置すべき合併特4711法

の規定に基づく激変緩和措置が不十分であつたことから、平成23年度には積立金

が枯渇し、破綻が確実視されている。

このような中、このまま議員年金制度を維持し続けることとした場合、公費負

担の引き上げが予想され、その負担が永続することから、国及び地方の厳しい財

政状況を考慮すると、制度そのものを廃止することもやむを得ない。

よつて、名古屋市会は、議員年金への加入が法によって強制されていることに

かんがみ、廃上の際には特段の措置を講じた上で、地方議会議員年金制度の廃止

をするよう要望する。

以上、決議する。                 ,ヽ

平成 年

△
玄

日

市屋古名


